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東京都 JA の業績の推移

（億円）

45,000
39,453 40,093 40,406 40,339

30,000

15,000

0

R3/3 R4/3 R5/3 R6/3 R7/3

39,705

JA 貯金残高推移

（%）

30

18.86 18.95 19.2618.86

20

10

0

R3/3 R4/3 R5/3 R6/3 R7/3

21.57

自己資本比率の推移

（億円）

15,000

11,249 11,449 11,643

10,000

5,000

0

R3/3 R4/3 R5/3

11,979

R6/3 R7/3

12,217

JA 貸出金残高推移

（注）１．グラフにおける金額・率につきましては、当会において把握している数値を使用しております。

　　 ２．JA 貸出金につきましては、劣後ローンを除いて算出しております。

　　 ３．JA 自己資本率につきましては、合算した自己資本額とリスクアセットにて算出しております。

　　 　　また、代理店 JA（業務代理組合）となった JA の自己資本は合算しておりません。
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JA 東京グループエリアマップ

（令和7年7月1日現在）
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法定開示基準項目の掲載ページ
　本誌は、「農業協同組合法第５４条の３」の規定に基づいて作成したディスクロージャー資料です。

　農協法施行規則第20４条第1項第1号、第20５条第1項第1号及び第207条第2項により規

定されている開示項目については、以下のページに掲載しています。

単　体　情　報

Ⅰ．概況及び組織に関する事項
1．業務の運営の組織　……………… 28
2． 理事、経営管理委員及び監事の氏名

及び役職名 　 …………………… 27
３．事務所の名称及び所在地　……… 27
４．特定信用事業代理業者に関する
　　事項 　 …………………………… 27

Ⅱ．主要な業務の内容　……………… 29

Ⅲ．主要な業務に関する事項
1．直近の事業年度における事業の
　　概況………………………………… 3
2． 直近 5 事業年度における主要な業務

の状況　 …………………………… 68
　⑴経常収益
　⑵経常利益又は経常損失
　⑶当期剰余金又は当期損失金
　⑷出資金及び出資口数
　⑸純資産額
　⑹総資産額
　⑺貯金等残高
　⑻貸出金残高
　⑼有価証券残高
　⑽単体自己資本比率
　⑾剰余金の配当の金額
　⑿職員数
３． 直近の 2 事業年度における事業の状

況を示す指標 ……… 59、60、64、68
　⑴主要な業務の状況
　⑵貯金に関する指標
　⑶貸出金等に関する指標
　⑷有価証券に関する指標

Ⅳ．業務の運営に関する事項
1．リスク管理の体制　……………… 8
2．法令遵守の体制　………………… 10
３． 中小企業の経営の改善及び地域の活

性化のための取組の状況  ……… 16
４．金融 ADR 制度への対応　 ……… 14

Ⅴ． 直近 2 事業年度における財産の状況
に関する事項

1． 貸借対照表、損益計算書及び剰余金
処分計算書又は損失金処理計算書　 
39、40、58

2． 債権にかかる事項（以下に該当する
金額とその合計額）　 …………… 61

　⑴ 破産更生債権及びこれらに準ずる債
権に該当する債権

　⑵危険債権に該当する債権
　⑶三月以上延滞債権に該当する債権
　⑷貸出条件緩和債権に該当する債権
３． 元本補てん契約のある信託に係る債

権に関する事項　 ………………… 62
４．自己資本の充実の状況  ………… 72
　●自己資本の構成に関する開示事項
　●定性的開示事項
　⑴自己資本調達手段の概要
　⑵ 信連の自己資本の充実度に関する評

価方法の概要
　⑶信用リスクに関する事項
　⑷ 信用リスク削減手法に関するリスク

管理の方針及び手続の概要
　⑸ 派生商品取引及び長期決済期間取引

の取引相手のリスクに関するリスク
管理の方針及び手続の概要

　⑹ 証券化エクスポージャーに関する事
項

　⑺ CVA リスクに関する事項
　⑻ マーケット・リスクに関する事項

（自己資本比率告示 第 2 条の算式に
マーケット・リスク相当額に係る額
を算入する場合に限る。）

　⑼ オペレーショナル・リスクに関する
事項

　⑽ 株式及び自己資本比率告示第 47 条
第 2 項に規定する株式と同等の性質
を有するものに対するエクスポー
ジャー（以下「出資等」という。）
又は株式等エクスポージャーに関す
るリスク管理の方針及び手続の概要
（投資信託及び投資法人に関する法
律（昭和 26 年法律第 198 号）第 2
条第 12 項に規定する投資法人のう
ち、不動産に対する投資を目的とす
るもの（以下「不動産投資法人」と
いう。）への出資及びこれに類する
出資のリスク・ウェイトの判定に係
る基準を含む。）

　⑾ 金利リスク（マーケット・リスク相
当額の算出の対象となっているもの
を除く。）に関する事項

●定量的開示事項
　⑴自己資本の充実度に関する事項
　⑵ 信用リスクに関する事項（証券化エ

クスポージャーを除く）
　⑶信用リスク削減手法に関する事項
　⑷ 派生商品取引及び長期決済期間取引の

取引相手のリスクに関する事項
　⑸ 証券化エクスポージャーに関する事

項
　⑹ CVA リスクに関する事項
　⑺マーケット・リスクに関する事項
　⑻ 出資等又は株式等エクスポージャー

に関する事項
　⑼金利リスクに関する事項
５． 取得価額又は契約価額、時価及び評

価損益 　 …………………… 65、67
　⑴有価証券
　⑵金銭の信託
　⑶デリバティブ取引
　⑷金融等デリバティブ取引
　⑸有価証券店頭デリバティブ取引
6． 貸倒引当金の期末残高及び期中の増

減額 　 …………………………… 62
7．貸出金償却の額 　 ……………… 62

連　結　情　報

Ⅰ． 信連及びその子会社等の概況に関す
る事項

1． 信連及びその子会社等の主要な事業
の内容及び組織の構成　 ………… 94

2．信連の子会社等に関する事項　… 94
　⑴名称
　⑵主たる営業所又は事業所の所在地
　⑶資本金又は出資金
　⑷事業の内容
　⑸設立年月日
　⑹ 信連が有する子会社等の議決権の総

株主、総社員又は総出資者の議決権
に占める割合

　⑺ 信連の一の子会社等以外の子会社等
が有する当該一の子会社等の議決権
の総株主、総社員又は総出資者の議
決権に占める割合

Ⅱ． 信連及びその子会社等の主要な業務
につき連結したもの　

1．直近の事業年度における事業の
　　概況………………………………… 94
2．直近 5 連結会計年度における
　　主要な業務の状況　……………… 95

　⑴経常収益
　⑵経常利益又は経常損失
　⑶当期利益又は当期損失
　⑷純資産額
　⑸総資産額
　⑹連結自己資本比率

Ⅲ． 信連及びその子会社等の直近の 2 連
結会計年度における財産の状況

1． 貸借対照表、損益計算書及び剰余金
計算書　 ……………… 95、96、115

2． 債権にかかる事項（以下に該当する
金額とその合計額）　 ………… 115

　⑴ 破産更生債権及びこれらに準ずる債
権に該当する債権

　⑵危険債権に該当する債権
　⑶ 三月以上延滞債権に該当する債権
　⑷貸出条件緩和債権に該当する債権
3．自己資本の充実の状況 　 ……… 116
　●自己資本の構成に関する開示事項
　●定性的開示事項
　⑴連結の範囲に関する事項
　⑵自己資本調達手段の概要
　⑶ 信連連結グループの自己資本の充実

度に関する評価方法の概要
　⑷信用リスクに関する事項
　⑸ 信用リスク削減手法に関するリスク

管理の方針及び手続の概要
　⑹ 派生商品取引及び長期決済期間取引

の取引相手のリスクに関するリスク
管理の方針及び手続の概要

　⑺証券化エクスポージャーに関する事項
　⑻ CVA リスクに関する事項
　⑼ マーケット・リスクに関する事項

（自己資本比率告示 第 10 条の算式
にマーケット・リスク相当額に係る
額を算入する場合に限る。）

　⑽ オペレーショナル・リスクに関する
事項

　⑾ 出資等又は株式等エクスポージャー
に関するリスク管理の方針及び手続
の概要（不動産投資法人への出資及
びこれに類する出資のリスク・ウェ
イトの判定に係る基準を含む。）

　⑿金利リスクに関する事項
　●定量的開示事項
　⑴ その他金融機関等であって信連の子

法人等であるもののうち、規制上の
所要自己資本を下回った会社の名称
と所要自己資本を下回った額の総額

　⑵自己資本の充実度に関する事項
　⑶ 信用リスクに関する事項（証券化エ

クスポージャーを除く）
　⑷信用リスク削減手法に関する事項
　⑸ 派生商品取引及び長期決済期間取引

の取引相手のリスクに関する事項
　⑹証券化エクスポージャーに関する事項
　⑺ CVA リスクに関する事項
　⑻マーケット・リスクに関する事項
　⑼ 出資等又は株式等エクスポージャー

に関する事項
　⑽金利リスクに関する事項

４． 事業の種類ごとの経常収益の額、経
常利益又は経常損失の額及び資産の
額　 ……………………………… 115

その他重要な事項

1．1. 役員等の報酬体系‥‥‥‥‥137
2．会計監査人の監査を
　　受けている旨……………………138
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 「JA（愛称）」と「JAマーク」について　　

　JA（ジェイエイ）は、Japan  Agricultural　Cooperative（ジャパン　アグリカル

チュアル　コーポレイティブ）の略で、皆様により親しまれるよう、国際性、現代性な

どの意味を込めた愛称として 1991 年に制定されました。

　JA マークの三角形は、「自然」を、A の部分は「人間」をそれぞれ表しています。さ

らに、J の左端の円は、「豊かさ・実り・人の和」を象徴しています。色は、JA グリー

ンと呼ばれる、自然環境と成長を象徴した色彩となっています。

「JAバンク」について

　JA バンクは、金融システムの一員として他の金融機関と同等の総合金融サービス（貯

金、ローン、決済等のフルバンキング）機能を提供することを表しています。

□ホームページのご案内
　　

　ホームページには、当会の概要や経営・財務

情報をはじめ、各種金融商品の最新情報、JA

バンク東京信連の各種お知らせなどを掲載して

おります。

　皆様からの積極的なアクセスをお待ちしてお

ります。

東京都信用農業協同組合連合会

〒190-0023 東京都立川市柴崎町 3-5-25
TEL.042-528-1114
http://shinren.jatokyo.or.jp

JA バンク東京ホームページ

http://www.jatokyo.or.jp

・ ・




